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日本の主要都市間結合の推移とその模式図化の試み
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はじめに

筆者はこれまで経済的中枢管理機能から日本をはじ

めとしていくつかの国の主要都市を論じ,都市体系を

論じてきた1)。本論は20世紀後半の日本の主要都市の

相互結合状況の変遷を論じることを目的とする。

経済的中枢管理機能には主要民間企業の本社と支所

をもってこれにあてる。表1は日本の主要20都市の

1950~2000年の経済的中枢管理機能の状況である。こ

こでいう主要都市とは2000年において本社数30以上ま

たは支所数400以上の都市をいう。

その本社と支所が経済的中枢管理機能に該当すると

みなされる各年次の企業は表1゛中の対象企業数として

示されている。これは1995年と2000年においては日本

経済新聞社刊の｢会社年鑑｣とダイヤモンド社刊の｢会

社職員録｣に掲載されている株式会社,他の年次につ

いては日本経済新聞社刊の｢会社年鑑｣に掲載されて

いる株式会社である。

これらにはいうまでもなく様々な業種が含まれてい

るが,本論ではこの点についての検討は行わない2)。本

論の目的は,全体として都市間結合を提示することに

ある。筆者はこの点についても,これまでいくつかの

研究報告を行うてきた3)。ここでは,それらをも踏まえ

て,日本の主要都市の都市間結合を再検討することを

目的としたい。都市間結合の把握に必要な要素は各都

市の経済的中枢管理機能量と支所配置率である。

」| 経済的中枢管理機能からみた主要都市

最初に経済的中枢管理機能からみた日本の主要都市

について簡単に記述しておこう。

表1より,まず本社からみれば東京は常にその最多

都市であるが,その比率をみると東京のピークは1950

年である。 1950年には52.9%を占めていたが,次第に

低下をして,2000年では40.0%にまで下っている。一

方,大阪は1960年の15.2%がピークで以後多少上下し

ながら,2000年では14.4%である。本社数第3位の名

古屋は1995, 2000年の両年次とも,その比率は3.9%で

あり(表には示していない),東京･大阪との差は大き

表1 主要都市における経済的中枢管理機能の状況(1950~2000)
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表2 主要企業の複数本社制の状況

1,1。

東京の本社数比が低下しているという事実は,この

点における東京の地位低下を示唆しているように思え

るが,実はそうではない。その理由の1つは,対象企

業数の増加により東京の本社数は増加を続けている

ーしたがって,例えば大阪の本社数との絶対数の差は,

1995年の605社から2000年では640社に拡大をしている

一ということと,もう1つの理由は複数本社制のシス

テムを採用している企業の存在である。

表2は, 1950~2000年の複数本社制を採用している

企業数の推移を示したものである。比率は多少上下す

るが,全体として,この制度を採用している企業数は

増加をしてきた。企業が複数本社制を採用する理由に

ついては既に論じられているので4),ここでは言及し

ない。

問題は,複数本社制をどのように評価して,表1を

解釈しなおすかということである。表1の本社数は登

記上の本社数に基づいているものであり,第2本社(多

くの場合,その重要性において登記上の本社を上回る)

を考慮した場合,この数字がどの程度変化するのか,

ということである。登記上の本社は形式的なものにす

ぎず,第2本社の方を(社長は常駐し,重役会議など

の開催も多いので)事実上の本社とみなして,表1の

数字をどこまで変更できるかという問題である。以下,

簡単に検討してみよう。

表2に基づけば2000年において東京第2本社制を採

用している企業は220 (96+124)社である。一方,登

記上本社東京,第2本社大阪という企業も9社あるの

で,第2本社の方がより重要だとすれば,この9社を

差し引かねばならないので,東京の本社数は1,212社

(全体の48.5%)となる。

企業が発生の地を登記上の本社とし,さらなる飛躍

を求めてより上位の都市に第2本社を設置するという

事例が一般には最も考えやすい。これには地域スヶ一

ルも関係していて,東京第2本社制を採用している企

業の登記上の本社所在都市は全国にみられるが,大阪

のそれは関西地方が多く,名古屋は中京地区に限られ

ている。

しかし,第2本社は必ずしも(曖昧な表現とはいえ)

上位都市に設置されるとは限らないことが,事態を複

雑にしている。表2の「その他」の中には登記上本社

東京,第2本社その他の都市という事例が18社含まれ

ている。ここで「第2本社の方がより重要である」と

いう論理を徹底させれば,1,212社からさらに18社を差

し引かなくてはならない。しかし,果たして,こうい

う処置が適切かどうかは大いに議論の余地がある。

企業の抱えている事情や背景は当然のことながら単

一ではない。ある都市で誕生した企業が第2本社を東

京におくことはよくみられるし,東京第2本社の方が

事実上の本社機能を果たしていることも容易に推測で

きる。しかし,ある時点から,この企業が東京第2本

社を登記上の本社とし,自社誕生の地の登記上の本社

を第2本社とした場合は,「第2本社の方がより重要で

ある」という論理を徹底することに無理が生じるとい

うことは容易に理解されるだろう。上述の東京の例の

ように,さらに18を引くというわけには簡単にはいか

ないのである。

それならば,より上位の,いわば格上の都市の第2

本社を事実上の本社とみなせばいいということになる

が,その場合は何らかの根拠で都市の序列を決めてお

かなくてはならない。たとえば,大阪や名古屋の企業

が第2本社を東京に置く(あるいは東京支社を第2本

社に格上げする)というのは,東京をより重要な,い

わば格上の都市と評価しているからであるとみなすこ

とは可能である。しかし,甲乙つけがたい2都市に登

記上本社と第2本社を設置している企業もみられる。

あるいは明らかに格下の都市に第2゛本社を設置してい

る企業もみられる。これらの場合には,どちらをより

重要なものと評価するかは簡単ではない。

以上のようなことを認識したうえで,2本社制を採

用している企業を①「東京第2本社,大阪第2本社に

ついてのみ,登記上本社より重要である」とみなし,

②「他の事例については登記上の本社の方を重要とみ

なす」と考えて,各都市の本社数をカウントしなおす

と,2000年の本社数は東京(1,212),大阪(285),名

古屋(88)となる。以下は,表1の2000年(b)の欄に掲

-138-



日本の主要都市間結合の推移とその模式図化の試み

載されているようになり,大阪に次いで本社数が減少

するのは神戸である。

表1では(2000 b を除く)第2本社は支所としてカウ

ントしているので,上記のような処置をした場合,第2

本社の数を支所数に加減しなくてはならない。表1の

2000年(b)の数字は,このような訂正後の数字である。

ここでは複数本社制として2本社制の場合だけをと

りあげた(同一都市内において2本社制を採用してい

る企業はカウントしていない)が,この他に3本社制

を採用している企業もある。因みにその数は1990年・

2000年いずれも12社を数えるが,この場合は登記上の

本社を本社とし,他の第2本社は支所としてカウント

している。さらに本社(本店)ではないが,本部制を

採用している企業を2000年で77社(6社が3本部制を

採用している)数える。これは支所としてカウントし

ている。しかし,この77社のうちいくつかが,今後,

本部から本社(本店)へと移行していく可能性は十分

ありうる。

ここまで複数本社制をかなり詳細に検討してきた

が,その理由は,この点を詳かにすることによって都

市の実態をより正確に提示したかったことと,もう1

つは次章の経済的中枢管理機能量の算定にかかわって

くるからである。

||| 都市間結合の推移とその模式図化

(1)主要都市の経済的中枢管理機能量の算定

主要都市の経済的中枢管理機能は表1に示したとお

りである。本論では業種は捨象するが,無視できない

ものとして本社と支所の機能の違いと規模の差があ

る。たとえば, 500人の従業者が働く支社と5人の従業

者しかいない営業所のもつ意味は同じではない。もち

ろん本社も同様である。本社と支所の機能の違い,と

いうより権限の違いは明確であるが,統一化する手段

として従業者数を用いたい。

しかし,企業のオフィスごとの従業者数を完全に把

握することはできない。｢有価証券報告書総覧｣に細か

く掲載している企業もあるが,掲載状況の精粗の差は

かなり大きい。しかしまた,同資料以外に経済的中枢

管理機能としての本社と支所の従業者数を入手できる

ものはない。

同資料を用いて2000年の主要都市の経済的中枢管理

機能で慟く従業者数を計算したものが表3である。こ

の表のBとEは｢有価証券報告書総覧｣に基づいて計

算された本社と支所の平均従業者数である。これをそ

れぞれ各都市の本社数(A)と支所数(D)に乗じたものが,

(C)と(F)である。もちろん,両者は推計値である。そし

て,Gはその合計であり,各都市の本社と支所で慟く

従業者数の推計値である。これを経済的中枢管理機能

量と表現する。当然,最多都市は東京であり,(H)は東

京のG値を100.0にした場合の比率である。

表4はこのようにして算定した各年次の(H)である。

資料は確かに不十分であり,推計値とならざるをえな

いが,それでも表4はいくつかの興味深い事実を示し

てIいる。以下,列挙していこう。

①大阪の数値は1970年をピークに低下を続け5)。

2000年では東京の34.7%でしかない。神戸も同じ

ような傾向を示しているが,2000年では少し高く

はなった。

②名古屋のピークも1970年であるが, 1990年を底に

盛り返していて,大阪とは傾向が異なる。

表3 主要都市の本社と支所の従業者数の状況の推定値(2000年)
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表4 主要都市の経済的中枢管理機能量(東京の値を100.0)の推移

表5 本社多数都市から主要都市への支所配置の状況(2000年)

③福岡と仙台が上昇基調であるのに対して,札幌は

低下基調である6)。

④その他の都市については評価はむずかしいが,や

や増加傾向にあるといえよう。

⑤横浜の本社には大規模なものが多いため,横浜の

数値は高いものとなる。

⑥2000年(b)は上述のように第2本社制を考慮した場

合である。すべての都市の対東京値は低下するが,

とくに大阪の低下の大きなことを指摘しておかな

くてはならない。最大の値を示した1970年(複数

本社制を考慮していない)の約半分である。

(2)主要都市間の支所の配置状況

表5は2000年時点における本社多数都市から支所多

数都市への支所配置状況を示したものである。例えば,

東京→大阪の730, 72.9というのは東京本社企業1,001

社のうち,大阪に支所を配置している企業は730社であ

り,それは1,001社の72.9%にあたるということを示し

ている。そして,表6は,このようにして求めた東京･

大阪・名古屋本社企業(登記上)の主要都市への支所

配置率の推移(1960~2000)である。
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表6 東京・大阪・名古屋本社企業の主要都市への支所配置率の推移

北九州市の誕生は1963年のため, 1960年にっいては計算していない。

このような数字の提示から特徴を読み取ることは簡

単ではないが√以下の諸点を指摘することはできよう。

①3都市本社企業の主要都市への支所配置率は,

1960~1970年にかけて急上昇しているが, 1980年

以降はゆるやかな上昇となっている。

②大阪本社企業の東京支所配置率は東京本社企業の

大阪支所配置率より常に10ポイント程度高い。

③名古屋本社企業の各都市支所配置率は,東京本社

企業,大阪本社企業のそれに比べて,かなり低い。

④4広域中心都市への支所配置率は東京本社企業の

場合,大体50%を越えるが,大阪企業は福岡を除

くと50%を越えることはない。

⑤名古屋本社企業の支所配置率は一段と低く,広域

中心都市に対しても40%を越えることはない,と

いった諸点が指摘されよう。

(3)都市間結合の模式図化の試み

各都市の経済的中枢管理機能量と支所配置率を2要

素にして,都市間結合の模式図化を試みてみよう。実

は筆者はこの点について,都市のテリトリーをも含み

こんだ模式図化を何度か試みている7)。

本論では表4に示した経済的中枢管理機能量を各都

市の高さにとり,都市の位置を日本列島上の具体的な

位置に置いた図化を試みた。それが図1(1960),2

(1970), 3 (1980), 4 (1990), 5 (2000)である。

日本の主要都市間は経済的中枢管理機能による結合を

強めつつ東京の頂点化が一段と進んできたことが理解

されよう。さらに,2000年(b)の値で作成した図6をみ

ると大阪の地位の一層の低下を読みとれる。

ところで,東京・大阪・名古屋以外の都市と他都市

との結合も検討されねばならない。 2000年(紙幅の都

合上,他の年次の状況は省略する)について,横浜・

神戸・京都・福岡・広島・札幌本社企業の支所配置状

況を図化したものが図7(A~F)である。横浜・神

戸･京都本社企業はそれはどの高率ではないにしても,

全国的な支所配置率がみられるのに対して,福岡・広

島・札幌本社企業の支所配置には地域的な偏りがみら

れる。

IV おわりに

以上,経済的中枢管理機能量と支所配置率を2大要

素として,20世紀後半の日本の主要都市の都市間結合

の模式図化を試みてきた。その結果,日本の主要都市

は

①経済的中枢管理機能からみると,3大都市本社企

業の支所配置を中心にして,次第に都市間結合が

強くなってきたこと,

②それは東京と他都市との差の拡大,とくに大阪の

地位低下という事実をともなっていること,

③横浜・神戸・京都本社企業の支所配置は低率でも

全国的であること,

④福岡・札幌・広島本社企業の支所配置は地域的な

偏りが大きいこと,

といった諸点を指摘することができる。
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東京・大阪・名古屋本社企業からの支所配置率が柱頭部から各都市の柱足部へ示されている(図1-6に共通)

東京・大阪・名古屋相互間は2都市間の支所配置率の平均である(図1-6に共通)

図1 日本の都市システム(1960)

図2 日本の都市システム(1970)

図3 日本の都市システム(1980)
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図4 日本の都市システム(1990)

図5 日本の都市システム(2000)

図6 日本の都市システム(2000年bの値で作成)
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横浜本社企業からの支所配置率が柱頭部から各都市の柱足部へ示されている

図7-A 日本の都市システム(2000)

神戸本社企業からの支所配置率が柱頭部から各都市の柱足部へ示されている

図7-B 日本の都市システム(2000)

京都本社企業からの支所配置率が柱頭部から各都市の柱足部へ示されている

図7-C 日本の都市システム(2000)
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福岡本社企業からの支所配置率が柱頭部から各都市の柱足部へ示されている

図7-D 日本の都市システム(2000)

広鳥本社企業からの支所配置率が柱頭部から各都市の柱足部へ示されている

図7-E 日本の都市システム(2000)

札幌本社企業からの支所配置率が柱頭部から各都市の柱足部へ示されている

図7-F 日本の都市システム(2000)
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